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令和５年度 静岡県クラウドソーシングを活用した働き方の実践支援業務委託

企画提案説明書

この説明書は、企画提案書の作成に当たり、業務内容等を説明するものである。

企画提案審査後に、静岡県は委託候補事業者と本書及び企画提案書に基づいて業務内容

の協議を行い、仕様書を決定した上で令和５年度の委託契約を締結する。

１ 業務目的

育児や介護と仕事を両立したい、自分の好きな時間や場所で働きたい、複数の仕事が

したいなど、多様化するワークスタイルのニーズに対応することは、子育て世帯の所得

向上や移住希望者へのＰＲなど、様々な効果が見込まれる。

クラウドソーシングの活用は、時間や場所に縛られない働き方を実現する手段として

有効であるが、クラウドソーシングの活用意向がある方のうち、実際に取り組めている

のは三分の一程度である。また、クラウドソーシングサイトに登録しながらも、仕事の

受注に至らない要因として「スキルが不足している」「実績がない」等が挙げられている。

子育て中の方に加え、副業希望者などクラウドソーシングを活用したい、またはクラ

ウドソーシングでより多くの仕事を行いたい県内在住者を対象に、スキルアップや相談

対応等の支援を行い、時間や場所に縛られない自由度の高いワークスタイルを促進する。

２ 事業イメージ図

３ 業務期間

(1) 計画期間 令和５年６月 16 日（予定）から令和８年３月下旬まで

(2) 委託期間 令和５年６月 16 日（予定）から令和６年３月 19 日（火）まで

４ 各年度の業務実施区分等

（１) 計画期間における業務

計画期間における全体の業務内容は、「５ 計画期間の業務内容」のとおりとし、

各年度における実施区分は次の表のとおりとする。なお、令和６年度及び令和７年

度の業務は、変更することがある。
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（２）企画提案の方法

３（１）の計画期間における全体の業務及び各年度の実施事項を計画し、令和５

年度の経費の見積りと併せて提案する。

５ 計画期間の業務内容

（１）普及・啓発

①普及セミナーの開催

・主にクラウドソーシングを活用したことがない県民に、クラウドソーシングを活

用した働き方を普及するためのセミナーを開催する。

・普及セミナーの実施スケジュールや日程及び時間帯については、参加者のニーズ

や繁閑期等を考慮し設定する。なお、実施日は県と協議して定める。

・普及セミナーは無料とし、子育て中の方等でも参加しやすい方法とする。

・普及セミナーの実施回数は、令和５年度内に２回以上とし、オンライン、オフラ

インを各１回以上実施することを想定するが、提案によりそれ以上の回数として

も良い。また、令和６年度及び令和７年度にも実施する提案としても良い。

・普及セミナーの参加者募集は、県が主に以下の方法で実施する想定であるため、

同募集に使用するチラシのデザインを作成し、納品する。納品の規格は県と協議

して定める（チラシ印刷は業務に含まない）。

①市町広報誌（約 52 万部）、②市町ＬＩＮＥ（約 36 万人）、③県ＬＩＮＥ（登録

者：4 万 3 千人）、④子育てサークル等（50 団体程度）へのチラシ配布

・県が実施する募集に加え、受託者は、独自の方法による募集に取り組む。

・普及セミナーの参加申込をＷｅｂ上で受け付けるためのプラットフォームを設け

る。参加申込時に、次の申込者情報を収集し、整理、管理する。

①氏名 ②性別 ③年齢 ④住所 ⑤職業 ⑥メールアドレス

・普及セミナーのアーカイブ動画を、計画期間において継続して県のＨＰやＳＮＳ

上で公開する。

【提案事項】

②成果の発信

・受注支援等の成果を活用した情報発信等に取り組み、クラウドソーシングを活用

した働き方の普及・拡大を図る。

【提案事項】

（２）ワーカーの育成

①ワーカーの募集

・本県在住者を対象に、本事業による支援を受けてクラウドソーシングを受注する

ワーカーを募集し、登録する。

・ワーカーは、クラウドソーシングの利用経験の有無を問わず、広く募集する。こ

成果目標
・普及啓発の定性的な目標

・セミナー参加者数の目標

実施内容

・提案者独自の方法による募集の方法（例：ＳＮＳ広告など）

・セミナー回数、オンライン・オフラインの別、場所・時期・時間帯

・募集ターゲット、テーマ、プログラム、講師等

成果目標
・普及・拡大の定性的な目標

・定量的な目標設定が可能な場合は、その数及び把握方法

実施内容

・テーマ、情報発信プログラム（例：体験記事の発信、ワークショッ

プによる事例普及等）

・普及・拡大に向けたその他の取組が可能な場合は、その内容
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の場合において、募集人数に上限を設けても良い。

・ワーカーの募集は、県が主に以下の方法で実施する想定であるため、各年度ごと

に同募集に使用するチラシのデザインを作成し、データで納品する。納品の規格

は事前に県と協議して定める（チラシ印刷は業務に含まない）。

①市町広報誌（約 52 万部）、②市町ＬＩＮＥ（約 36 万人）、③県ＬＩＮＥ（登録

者：4 万 3 千人）、④子育てサークル等（50 団体程度）へのチラシ配布

・県が実施する募集に加え、受託者は、（１）の普及セミナー申込者を対象とした募

集及び独自の方法による募集に取り組む。

・ワーカーの登録申込をＷｅｂ上で受け付けるためのプラットフォームを設ける。

登録申込時に、次の情報を収集し、登録者リストを作成する。

①氏名 ②性別 ③年齢 ④住所 ⑤職業 ⑥メールアドレス ⑦動機（子育て、

介護、副業等） ⑧クラウドソーシングの経験の有無 ⑨その他必要な情報

・ワーカーの登録に際し、本事業の成果の発信への協力、本業務における支援によ

る受注実績の報告等に関する条件を付す。

②スキルアップ研修の実施

・登録したワーカーのうち、クラウドソーシングの経験がない方や、より難易度の

高い仕事にチャレンジしたい方等を対象として、スキルアップのための研修を実

施する。

・研修の実施に当たり、ワーカーのニーズを踏まえ、早期に受注に結びつく複数の

分野を選定する。

・スキルアップ研修は、受注経験のないワーカーが業務の受注を経験でき、レベル

アップを希望するワーカーがより高単価の業務を受注できるように、その内容及

び回数を設定する。

・スキルアップ研修は無料で行い、ワーカーに費用負担を求めないものとする。

【提案事項】

（３）受注の支援

・登録したワーカーがクラウドソーシングにより仕事を受注できるよう、仕事の紹

介、受注の斡旋、業務実施時・納品時の相談対応を行う。

・受注の支援に当たっては、ワーカーの希望に応じ、自社サイト以外も活用するよ

う努める。

・本業務における支援によりワーカーが受注した仕事の件数、受注額、仕事に要し

た時間（時給換算）を把握する。

・仕事の受注は、原則としてワーカーが直接行うものとし、本業務の受託者からの

再委託を行う場合は、手数料を差し引かないこととする。

・ワーカーのモチベーションを高め、受注の継続、仕事や報酬のレベルアップを促

進するための支援や、クラウドソーシングへの参入のハードルを下げるための支

援を行う。

・受注の支援は無料で行い、ワーカーに費用負担を求めないものとする。

【提案事項】

成果目標
・ワーカー育成の定性的な目標

・各年度のワーカー登録人数及び研修受講人数の目標

実施内容

・提案者独自の方法による募集の方法（例：ＳＮＳ広告など）

・スキルアップ研修の回数、オンライン・オフラインの別、場所・時

期・時間帯

・スキルアップ研修の分野、習熟度別の研修プログラム

成果目標
・受注支援の定性的な目標

・受注ワーカー数（各年度）及び一人当たりの月当たり報酬額の目標
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（４）支援体制の持続化に向けた取組

・計画期間後を見据え、ワーカーのスキルアップ、受注の継続、仕事や報酬のレベ

ルアップのための支援を行う体制の持続化に向けた取組を実施する。

【提案事項】

（５）計画書及び報告書等

①計画書の提出

各年度ごとに、業務実施計画書を提出する。

②打合せ

本業務を円滑に実施するため、各年度ごとに、下記のとおり打ち合わせを行う。

ア 打合せは、当初１回、中間１回、最終１回の３回を標準とするが、その他、必

要の都度打合せを行う。Web の活用も可能とする。

イ 打合せ後は速やかに議事録（様式は任意）を作成し、電子メールにて提出する

こと。

③報告書の提出

・各年度ごとに、業務報告書を提出する。報告書の取りまとめの方法については県

との協議により決定する。

・業務報告書には、以下のデータを掲載する。

(ア) 上記（１）～（４）の業務の時系列の取組内容

(イ) 企画提案における成果目標に照らした実績値と分析・評価

(ウ) その他県との協議により決定した事項

④その他

県が業務の実施状況の検査又は報告を要請した場合は、これに協力すること。

６ 対象経費

本事業に係る対象経費は別紙のとおりとする。

７ 業務実施上の留意事項

（１）実施体制

① 受託者は本事業を推進し全体の責任をとる実施責任者を置き、業務全般の進行管

理や調整機能を一元化すること。

② 実施責任者は、計画期間を通じて、県の担当者と充分な意思疎通を図り、緊密な

連携と調整を行うこと。

③業務遂行上必要となる開発環境、作業場所、その他必要になる環境や人員は、受託者の

負担と責任において確保すること。

※受注ワーカー数の目標は、次の人数（累計）以上とすること

令和５年度：50 人 令和６年度：120 人 令和 7 年度：200 人

実施内容

・相談対応の体制、仕事の紹介の方法、紹介する仕事の内容

・受注ワーカー数、仕事の件数、報酬額、仕事に要した時間の把握方

法

・その他の支援内容（例：ワーカーのモチベーション向上ワークショ

ップの開催、ソフトウェア導入支援など参入時の負担軽減等）

成果目標 ・支援体制の持続化の定性的な目標

実施内容
・支援体制の持続化に向けた取組内容（例：リーダー人材の育成、県

内企業との連携体制構築等）
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（２）再委託

受託者は当該業務の全部を第三者に委任し、または請け負わせることは認めない。

本業務の一部を再委託する場合、事前に再委託範囲及び再委託業者を県に書面で提出

し、了承を得ること。また、受託者は再委託先の行為について全責任を負うこと。

（３）変更

① 受託者の企画提案について、両者協議のうえ決定した内容については、変更対象

とする。

② 変更については、両者協議のうえ可否を決定するものとする。なお、軽微な変更

については、両者協議のうえ変更しないことがある。

（４）秘密保持等

① 県及び受託者は静岡県個人情報保護条例及びセキュリティポリシーに十分留意し

なければならない。

② 受託者が業務上取得した個人情報は、全て受託者が適切に管理しなければならな

い。

③ 万が一、個人情報の漏洩に伴い県に損害が発生した場合は、受託者はその一切の

責任を負うものとする。

④ 秘密保持は、業務完了後も有効に存続する。

（５）著作権等

① 本業務により作成された成果物（スキルアップ研修プログラム及び教材を除く。）

の著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第 27 条及び第 28 条の権利を含む。）

は、県に帰属するものとする。この場合において、受託者は、県又は県が使用を認

めた者によるスキルアップ研修プログラム及び教材の無償使用を許諾すること。

② 県は、受託者の著作者人格権の同一性保持権に抵触しない範囲内で、成果物の変

更を行うことができるものとする。

③ 契約終了時に他のシステムへのデータ移行の必要が生じた場合は、県が指定する

移行先へデータを提供すること。

④ 定めのない事項については、双方誠意をもって協議し解決にあたる。

（６）その他

業務の実施に当たっては、その業務目的に照らし、効果的に取り組むとともに、県

との連絡を密にして行うこと。
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（別紙）

委託業務対象経費

＜留意事項＞

・ 委託業務に直接的に必要なものに限る。

・ 委託業務で要した経費は、帳簿を作成し領収書類等を貼付のうえ５年間保管すること。

本事業の用に供したことが証拠書類から特定できない経費は対象外とする。

・ 土地・建物の取得、施設や設備の設置改修、備品（10 万円以上の物品等）の購入費、 接

待費や事業従事者の会食費、参加者の旅費・宿泊費等の個人消費的経費は、対象外とす

る。

区

分
科目 主な内容

人

件

費

人件費

委託事業に直接従事する職員等の労務費

※その者が委託事業に従事した業務量及び実際に支払われた

賃金等に応じた費用とし、内訳が業務日報等や賃金台帳等

により事後確認できること。

なお、無報酬の役員・職員の人件費は計上できない。

事

業

費

旅費 委員・講師等の旅費、職員等の出張旅費

会議費 会議等の開催に係る費用（会議や機材の借料、お茶代等）

謝金 委員・講師等の謝金

賃借料 事業を行うために必要な機械器具等のレンタル・リース料等

外注費
受託者が直接実施できないもの、または適当でないものにつ

いて、他の事業者に外注するために必要な経費

印刷製本費
事業で使用するパンフレット・リーフレットなどの印刷製本

に関する費用

消耗品費 事業で使用する機器・消耗品の購入費（10万円未満）

賃金 事業を実施するために必要なアルバイト等の雇用費

通信運搬費 郵便料、運送代等

情報収集費 図書の購入費等

その他諸経費
上記以外の費用であって、当事業の実施に必要であると県が

認めるもの


